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生活習慣の改善による健康増進は個人的・社会的に重要な課題となっている．重要な生活習慣の一つで

ある通勤交通手段について，公共交通や自転車・徒歩での通勤が健康に良い影響を与える可能性が示唆さ

れており，各地で行動変容施策が取り組まれているが，通勤交通手段の転換が健康に及ぼす影響について，

長期的な影響はほとんど検討されていない．本研究では，平成 22 年から職員を対象として通勤手段転換

施策（とよはしエコ通勤）が実施された豊橋市の職員を対象として，通勤データと健康診断データを分析

し，交通手段の転換が健康の変化に及ぼす影響について検討を行った． 
 平成 22 年から令和 2 年までのパネルデータを用いた分析の結果，自動車通勤から自転車や徒歩・公

共交通での通勤に転換した被験者は，そうでない被験者と比較して BMI や腹囲の変化に有意な差があり，

通勤手段転換の健康への効果が示された．また，日常的な運動を行っている被験者とそうでない被験者で，

効果がある項目が異なるなど，日常的な運動の効果も示唆される結果が得られた． 
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1. はじめに 

 

健康は，個々人に幸福な生活をもたらすのみならず，

少子高齢化が進展し社会保障費が増大する我が国におい

て都市・国家の運営に影響を及ぼす需要な課題である．

令和元年度の国民医療費は総額 44 兆円超で 10 年間で

19％増加しており，そのうち 38%にあたる約 17 兆円が

公費から支出されている 1)．とりわけ，生活習慣病の改

善が重要であるとされており，平成 14 年に策定された

健康増進法では国民が生活習慣に関心をもち健康増進に

努めることを求めている 2)．  

生活習慣の中で，通勤は日常的な運動習慣につながる

活動であり，より身体活動量の高い手段，すなわち徒歩

や自転車・公共交通を使用することで身体活動の増進に

寄与すると期待されている． このような通勤手段の利

用促進は，環境負荷の低減やコンパクトシティ形成のた

めのインフラ整備や交通行動変容施策と目指すところが

一致しており，多くの自治体で推進されている 3)．  

通勤行動が健康に及ぼす影響について，通勤時間や通

勤距離・交通手段に着目した研究がなされているほか，

行動変容施策が健康に及ぼす効果についてもいくつかの

事例が報告されている．しかしながら，その多くがクロ

スセクションデータを用いて分析が行われており，パネ

ルデータ用いた研究でも数週間から 1-2 年程度の期間で

のデータがを用いられている．個人の通勤行動と健康状

態の変化について，加齢による影響や勤務地の変化など

を踏まえ，さらに長期間のデータを用いて検討する必要

があると考えられる． 

本研究では，市役所職員の 11 年間の通勤行動デー

タ・健康診断データを分析し，通勤行動が身体的健康状

態に及ぼす影響について検討することを目的とする． 
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2. 既往研究と本研究の位置づけ 

 

 通勤行動が健康に及ぼす影響については，国内外で多

くの研究がなされている．例えば，Hayashi et al (1999) 4)や

Sato et al(2007) 5) は日本人を対象として，通勤歩行時間の

長い人の方が高血圧症や糖尿病の発症率が低くなること

を示している．Palmer(2005)6)は，自動車通勤者が BMI が

高い傾向を示唆する一方で，雇用形態が通勤時間や通勤

手段に影響を及ぼすため，健康状態が優れない人が公共

交通機関を利用する傾向もあることを指摘している． 

 谷口ら(2017)7)は市役所職員の健康診断データから，自

動車やバイクでの通勤者のメタボ及びメタボ予備群の割

合が，徒歩・自転車・電車通勤者と比べ 2倍程度高いこ

とを示唆しているほか，心的傾向への影響についても検

討し，組織との関係が良好で地域活動に参加しているほ

ど，メタボやBMIの傾向があることを示している． 

村田・室町(2006)8) は，アンケート調査と 6週間の通勤

交通手段転換実験を行い，公共交通や徒歩・自転車での

通勤者が自動車通勤者よりも歩数や BMI の観点から健

康的であること，交通行動の転換により歩数が増加する

ことで，BMI・HbAlc等が改善することを示した． 

赤木ら(2019)9)は都道府県を対象としてデータを整理し

て分析を行い，自動車分担率が低く公共交通分担率が高

い地域では，脳血管性疾患や高血圧性疾患，肺炎，精神

疾患といった疾病の受療率が低く，医療費も低い傾向が

あることを示した． 

通勤行動がもたらす健康への影響は，通勤者の通勤行

動の選択にも影響することが知られており 10),11)，交通行

動の変容を促す施策であるモビリティ・マネジメント

（MM）が通勤行動を対象として広く実施されている．

MM が健康に及ぼす影響について，森ら(2013)12)は，島

根県松江市の市役所職員を対象として MM を実施した

効果を分析し，自転車や歩行などより活動的な通勤手段

に変容した層は体重，最高血圧が減少する効果を示して

いる． 

以上のように，交通手段と健康状態の関連性について

クロスセクションデータを用いた多くの研究から公共交

通や徒歩・自転車を用いた通勤行動が健康に良い影響を

与えるとの知見が得られており，各地で通勤行動変容施

策が実施されているが，長期に渡るパネルデータを用い

てその効果を分析した研究は見られない．そこで，本研

究では，MM実施による交通手段のエコ通勤への転換が，

通勤者の健康状態に及ぼす影響を明らかにすることを目

的として，平成 22年から 11年間に渡る通勤交通と健康

診断のパネルデータを用いて分析を行うこととした． 

 

 

3. 分析対象となる都市とプロジェクト 

 

(1) 対象都市 

本研究では愛知県豊橋市の市役所職員のデータを対象

として分析を行う．豊橋市は，愛知県の西側，静岡県と

の県境に位置した，東三河地方の中心都市である． 人

口は 372,604 人（R4.1.1 現在）であり，中核市に指定さ

れている．愛知県下で 2番目に農業生産額が多く，第一

次産業が盛んな他，豊橋を中心とした三河港は国内屈指

の国際貿易港であり，特に自動車の輸出入は金額・台数

とも全国トップクラスであるため，自動車産業の基地や

関連の工場などを多く有し第二次産業も盛んである．  

豊橋市は，東海道沿いに位置し，古くから交通の要衝

として栄えたまちであり，現在も東海道新幹線や国道一

号線を有している． JR 東海道新幹線・東海道本線の停

車地である豊橋駅は，飯田線，名古屋鉄道名古屋本線，

豊橋鉄道渥美線と多くの路線の起点となっている．市内

には路面電車（豊橋鉄道東田本線），路線バスが運行し

ている．公共交通利用者数の推移（図-1）によれば、昭

和 40 年代をピークとして路線バスは 20%、路面電車は

30%程度まで減少している。自動車の交通手段分担率を

見ても 13)、平成 3 年に 60%であったものが平成 23 年に

70%と 10%増加しており、自動車依存が進展している。 

 

(2) 豊橋市でのモビリティ・マネジメントと「とよは

しエコ通勤」  

前節に述べたような交通・都市の状況を踏まえ、平成

16 年 3 月に，「過度に自動車交通に依存しない都市交

通体系の構築」との基本理念のもと、都市交通ビジョン

が策定された．その後，平成 18 年 3 月には，公共交通

の利便性を向上させるとともに，その効果を高めるため

交通に対する意識を改革することを位置付けて基本計画

となる「豊橋市都市交通マスタープラン」が策定された．

そして，「交通意識変革促進プログラム」として，平成

18 から平成 20 年までの各年，事業者や学校・転入者な

どの様々な対象にモビリティ・マネジメントが試行的に 

 

 

図-1 豊橋市の公共交通利用者推移 13) 
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実施された。効果や問題点を確認したのち、平成 21 年

度からは対象地域が拡大され、「かしこい「クルマと公

共交通」の使い方を考えるプロジェクト」として，モビ

リティ・マネジメントが継続的に実施されている．  

「とよはしエコ通勤」は，市役所の職員が率先して，

自動車やオートバイから，自転車や徒歩，電車，バス，

車の相乗りなど，環境にやさしい交通手段に切り替えて

通勤することを推奨する運動であり，平成 22 年 4 月か

ら開始された。「とよはしエコ通勤」の目的は、1.地域

レベルでの地球温暖化防止へ貢献，2.交通渋滞の緩和及

び公共交通機関の活性化への寄与，3.職員の健康増進，

であり，職員のエコ通勤率 50%が目標値として設定され

た． 

エコ通勤の取り組み内容として，以下の取り組みが行

われた。 

a) エコ通勤管理者の設置 

各課に「エコ通勤管理者」を設置して，エコ通勤

の実践の監督者とし，各職場で「エコ通勤」の奨励に

努めることとした 

b)職員の出資を原資としたエコ通勤支援制度の設置 

職員がお金を出し合った積立金を活用して，エコ通勤

を支援する次の取り組みを実施した 

・エコ通勤報奨制度 

エコ通勤の普及と地域経済の活性化を企図し、

エコ通勤実践者に，月 500円分のクオカードを配布。 

・通勤用自転車の購入補助制度  

通勤用自転車の購入者に，1 万円（電動自転車は

3万）を上限に購入金額の 1/2を補助． 

・パーク＆ライド駐車場使用料補助制度 

路面電車や渥美線等の駅周辺の駐車場の利用者

（豊橋駅から半径 5 ㎞超）に，月 2000 円を上限に使 

用料金の 1/2を補助 

 

表-1 通勤手当見直しの内容 

通勤距離 従来 
変更後 

自動車通勤 自転車通勤 
2-5㎞ 3600円/月 2000円/月 4600円/月 
5-8km 6100円月 4100円/月 7100円/月 

 

  
図-2 豊橋市職員のエコ通勤率推移 13) 

c)通勤手当の見直し 

通勤距離 2km～8kmの自動車通勤者の手当を引き下げ

るとともに，自転車通勤者の手当を引き上げた．通勤手

当の変更について表-1に示す． 

豊橋市職員のエコ通勤率の推移を図-2 に示す。「と

よはしエコ通勤」の実施以後，路面電車電停の最寄りで

あり公共交通利便性の高い本庁のエコ通勤率が 17.1％上

昇した．この増加は，「とよはしエコ通勤」の効果であ

ると考えられている． 

一連の取り組みは，平成 26 年交通関係環境保全優良

事業者等大臣表彰をエコ通勤部門で受賞したほか，平成

29年度 JCOMMマネジメント賞を受賞した． 

 

 

4. 使用したデータ 

 

本研究では，豊橋市職員の通勤データ，健康診断デー

タを用いて，通勤手段による職員の健康の変化を分析す

ることを目的とした．いずれも，平成 22 年から令和 2

年までのデータを入手した．全データサンプルでは，通

勤手段データは 6591人，健康診断データは 2939人のデ

ータであった．健康診断データは，人間ドック受診者に

対して，病院から提供されたデータを集計したものであ

り，人間ドック受診対象となる 40 歳以上のサンプルが

ほとんどであった。 

 

(1) 健康診断データ 

平成 22 年から令和 2 年までの健康診断データは全年

度通じて同一形式であった．本研究では，入手したデー

タのうち，性別，年齢，BMI，腹囲，30分以上の運動習

慣の有無を用いることとした。健康についての各指標は，

食事や飲酒など通勤行動以外の生活習慣から大きな影響

を受けるが，日常的な軽い運動の効果が顕在化しやすい

項目として、BMI と腹囲を選定した。それぞれ，分析

期間の最初と最後の年の値を差を算出し，分析に用いた． 

 

(2) 通勤データ 

通勤についての指標として、通勤手段と通勤距離を用

いることとした。入手したデータは距離と手段を併せた

区分でコードが付されていたもので，平成 22 年から平

成 27年の通勤データと，平成 28年以降のデータ区分部

異なっていた．このため，データを再編集するとともに，

通勤手段と距離にわけてコーディングした．  

通勤手段について、平成 22年から平成 27年のデータ

では、公共交通機関，判別不可，車・バイク，自転車，

不便者で区分されていた．ここで，判別不可とは通勤距

離が 2㎞未満で通勤手当の支給対象外となるため，通勤

手段を調査していない場合である．また，不便者は「エ
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コ通勤実施」に参加する意志があるにもかかわらず，エ

コ通勤困難な状況があることを考慮し，通勤手当を減額

することができないと認められるもの（妊婦や最寄り駅

から自宅が遠いものなど）である．なお，当該分析期間

全体（6年間）通じてデータが揃っていたのは 2107人分

であった．  

 一方，平成 28 年から令和 2 年のデータでは，通勤手

段は定期券（電車），回数券，定期券，自転車，徒歩，

自動車・バイク，その他に区分されていた．当該分析期

間全体（5年間）を通じてデータが揃っていたのは 2,792

人分であった． 

以上から，表-2 に示す通り，通勤手段を再区分した． 

 通勤距離（片道）については，平成 22 年~平成 27

年のデータでは公共交通利用の場合は距離が調査されて

おらず、自動車・自転車の場合も，片道 2Km 以上～ 

5Km 未満などカテゴリを用いたコードが用いられてい

た。よって，自動車・自転車の場合は，区分の中央値を

算出し，分析に用いることとした．平成 28 年以降のデ

ータでは，1km 単位でのデータであったため，これを連

続変数として取り扱うこととした． 

 

(3) データの編集 

 以下の通り分析に用いるデータを算出した． 

a) エコ通勤率・通勤手段変容状況の算定 

通勤交通手段については，勤務地の変化や転居などに

よって複数回変更する可能性がある。このため，以下に

示す通り「エコ通勤率」と「通勤手段変容状況」につい

ての指標を作成し分析に用いた． 

まず，エコ通勤年数を通勤年数で除してエコ通勤率を

算出した．通勤年数とは分析期間中の通勤データで判別

不可と入力された年数を分析期間から引いたものと定義

した． また，エコ通勤年数は分析期間のうちのエコ通

勤を利用した年数である． 

算出されたエコ通勤率に応じて，サンプルを 6つのカ

テゴリ（エコ通勤率 0，0～0.2，0.2～0.4，0.4～0.6，0.6～

0.8，0.8～1）に分割した． 

通勤手段変容状況については，分析期間の通勤データ

から最初と最後の通勤手段に注目し以下の 4つにサンプ

ルを分類した．ここで，通勤手段が判別不可の場合，分

析年数（通勤年数）から除外し分析を行った． 

ⅰ車－車：分析期間中の最初と最後の通勤手段が自動

車・バイク 

ⅱエコ－エコ：分析期間中の最初と最後の通勤手段が

エコ通勤 

ⅲ車－エコ：分析期間中の最初の通勤手段が車・バイ

クで最後の通勤手段がエコ通勤 

ⅳ エコ－車：分析期間中の最初の通勤手段がエコ通

勤で最後の通勤手段が車・バイク 

表-2 通勤手段の区分 

再区分コード H22-H27 H28-R2 

通
勤
手
段 

エコ通勤 
公共交通機関，自

転車 

定期券（電車），

回数券，定期券， 
自転車，徒歩 

自動車・バイク 
不便者，自動車利

用者 
自動車・バイク 

判別不可 判別不可 その他 

 

表-3  各分析期間で健康診断・通勤データが揃ったサン

プルサイズ 

 
分析期間 

H22-H27 H28-R2 H22-R2 
性別 男性 617 ⼥性 226 男性 707 ⼥性 322 男性 321 ⼥性 117 

年代 50 代 380 40 代 463 50 代 353 40 代 676 50 代 51 40 代 387 

合計 843 1029 438 

 

 

図-3 通勤手段の推移（n=1557） 

 

b) 運動率の算出 

日常的な運動について，30 分以上の運動習慣の有無

のデータから，運動習慣があった年数を分析期間で除し

運動率を算出した．算出した運動率を 0，0～0.3，0.3～6，

0.6～0.9，0.9～1のカテゴリに分割した． 

 

(4) 分析期間・サンプルサイズ 

 先述の通り，通勤手段や通勤距離などの変数について，

年度によって異なっていた．このため，全期間（H22-

R2）のほか，データの性質がほぼ同じである H22-H27，

H28-R2 も加えた 3 期間について分析することとした．

各分析期間について健康データと通勤データが揃ったサ

ンプル数を表-3 に示す．健康データの制約から，被験

者の年齢はH22年次に 40代・50代であった． 

 

 

5. 分析結果 

(1) 各変数の記述統計 

平成 22 年から令和 2 年までの分析期間における通勤

手段の状況について図-3 に示す．4(3)に示した再区分前
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のデータを用いている．H22-R2 の通勤データが揃って

いた被験者（n=1557）を対象に作成したため，当該年次

の職員全体を対象とした集計値（図-2）とは値が異なる．

平成 28 年以降，エコ通勤利用者はあまり変化がなく，

近年は微減している． これについて，詳細な交通手段

の転換状況を確認すると，R1 年以降は自転車から自動

車への転換者が自動車から自転車への転換者を上回って

おり，自転車通勤におけるヘルメット着用義務を設けた

ことが影響していると考えられる． 

つづいて，各分析期間におけるエコ通勤率・通勤手段

変容状況の度数分布を表-4,表-5 に示す．前半（H22-

27）と後半（H28-R2）を比較すると，エコ通勤率の平均

値はおよそ 10%高く，分析期間の最初と最後に車を用い

ていた被験者も 8%少なく，エコ通勤を用いていた被験

者が 9%多かった．これはとよはしエコ通勤の効果であ

ると考えられる．一方，前半データでは車-エコよりエ

コ-車カテゴリのほうが少なかったが，後半データでは

僅かに逆転している．これについても先述の通り自転車

通勤の際のヘルメット着用義務化が影響していると考え

られる．各分析期間の運動率の度数分布を表-6 に示す．

10 年以上習慣的な運動を行っている層が約 13%，全く

運動をしていない層が約 43%であった． 

 

(2) 通勤交通手段・個人属性が BMI・腹囲の変化に及ぼ

す影響 

通勤交通手段が BMI・腹囲の変化に及ぼす影響につ

いて検討するため，エコ通勤率 0%と 100%の被験者の

BMI・腹囲の変化の平均値を比較した（表-7）．なお，

BMI・腹囲のいずれも，就業世代では加齢とともに増加

するとされており，変化が小さい方が良い影響と考える

こととする．分析の結果，エコ通勤率 100%の被験者が，

H22-H27の分析期間において BMIの変化が小さく，この

差が統計的に有意であった． 

性別・年代が BMI・腹囲の変化に及ぼす影響につい

て比較した結果（表-8），性別では女性，年代では 40

代がBMI・腹囲ともに変化が大きい傾向が示された． 

 

表-4 各分析期間におけるエコ通勤率の度数分布 

エコ通勤率 

E 

H22-H27 H28-R2 H22-R2 

度数 割合 度数 割合 度数 割合 

0 568 67.4％ 601 58.4％ 261 59.6％ 

0＜E≤0.2 44 5.2％ 46 4.5％ 34 7.8％ 

0.2＜E≤0.4 33 3.9％ 44 4.3％ 21 4.8％ 

0.4＜E≤0.6 22 2.6％ 39 3.8％ 31 7.1％ 

0.6＜E≤0.8 26 3.1％ 40 3.9％ 21 4.8％ 

0.8＜E＜1 20 2.4％ 0 0.0％ 25 5.7％ 

1 130 15.4％ 259 25.2％ 45 10.3％ 

合計 843 100.0％ 1029 100.0％ 438 100.0％ 

平均 0.230 0.331 0.247 

表-5 各分析期間における通勤手段変容状況の度数分布 

通勤手段 

変容状況 

H22-H27 H28-R2 H22-R2 

度数 割合 度数 割合 度数 割合 

車－車 572 67.9％ 616 59.9％ 294 67.1％ 

エコ－エコ 144 17.1％ 270 26.2％ 63 14.4％ 

車－エコ 78 9.3％ 66 6.4％ 55 12.6％ 

エコ－車 49 5.8％ 77 7.5％ 26 5.9％ 

 

表-6  各分析期間における運動率の度数分布 

運動率 

S 

H22-H27 H28-R2 H22-R2 

度数 割合 度数 割合 度数 割合 

S＞0.9 112 13.3 119 11.6 58 13.2 

0.6<S≤0.9 80 9.5 68 6.6 29 6.6 

0.3<S≤0.6 106 12.6 131 12.7 52 11.9 

0<S≤0.3 83 9.8 126 12.2 113 25.8 

0 462 54.8 585 56.9 186 42.5 

合計 843 100.0％ 1029 100.0％ 438 100.0％ 

平均 0.271 0.257 0.267 

 

表-7 エコ通勤率別のBMI・腹囲の変化 
エコ通勤率 0% 100% t値 
H22-R2 261 45  

BMI変化 0.696 0.713 0.06 

腹囲変化 3.45 3.96 0.65 
H22-H27  568 130  

BMI変化 0.38 0.151 1.91* 

腹囲変化 1.946 1.731 0.50 
H28-R2 601 259  

BMI変化 0.269 0.314 0.489 

腹囲変化 1.024 0.859 0.564 

* p<.05，** p<.01 
 

表-8 個人属性別のBMI・腹囲の変化 
性別 男性 女性 t値 
H22-R2 321 117  

BMI変化 0.607 0.909 1.65† 

腹囲変化 3.033 4.19 2.11 * 
H22-H27  617 226  

BMI変化 0.237 0.482 2.55 * 

腹囲変化 1.597 2.204 1.79 
H28-R2 707 322  

BMI変化 0.267 0.313 0.54 

腹囲変化 0.909 1.024 0.42 

† p<.1 * p<.05，** p<.01 
年代別 50代 40代 t値 
H22-R2 51 387  

BMI変化 0.23 0.75 2.06 * 

腹囲変化 2.19 3.49 1.73† 
H22-H27  380 463  

BMI変化 0.222 0.368 1.71† 

腹囲変化 1.669 1.834 0.54 
H28-R2 353 676  

BMI変化 0.242 0.303 0.74 

腹囲変化 1.097 0.866 0.86 

† p<.1 * p<.05，** p<.01 
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なお，交通手段・個人属性のいずれの分析も，H28-

R2 を分析期間とした分析では有意な差が示されなかっ

た．この期間は，新型コロナウイルス感染症の拡大によ

って生活習慣が大きく変化した期間を含んでおり，感染

症拡大による生活習慣の変化の影響が，個人属性や通勤

交通手段による影響を卓越した可能性があるのではない

かと考えられる． 

 

(3) 交通手段の転換がBMI・腹囲の変化に及ぼす影響 

BMI・腹囲の変化を，通勤手段変容状況が「車-車」

と「車-エコ」の被験者で比較した．結果を表-9 に示す．

分析の結果，自動車からエコ通勤に転換したと想定され

る群の被験者の方が，ずっと自動車を使い続けたと想定

される群の被験者よりも BMI・腹囲の変化が小さく，

H22-R2 の腹囲変化と H22-H27 の腹囲変化・BMI 変化で

その差が有意であった．H28-R2 は統計的に有意な差は

なく，先述の通り，新型コロナウイルス感染症拡大によ

る生活習慣の影響の方が大きかったのではないかと考え

られる． 

続いて，運動率が交通手段転換による健康への効果に

及ぼす影響を検討した．感染症拡大期の影響が大きい期

間を省くため，H22-H27 の分析期間のデータを用いた．

運動率区分ごとの BMI・腹囲の変化の結果を表-10 に示

す．運動率が 0＜S≦0.9の各区分においては，車-エコの

群の被験者数が 1桁であり，いずれの差も有意ではなか

った．運動率が高い（S>0.9）群，運動を全くしていな

い（S=0）群については，「車-エコ」の被験者の方が

「車-車」の被験者よりも BMI の変化・腹囲の変化がい

ずれも小さく，運動率高群は BMI の変化が，運動して

いない群については腹囲の変化が，それぞれ差が統計的

に有意であった．これは，通勤交通手段を公共交通や自

転車・徒歩に転換することで，日頃運動をしていない層

には腹囲に，日頃運動をしている層には BMI すなわち

体重に効果が大きい可能性を示唆する結果ではないかと

考えられる．表-7 に示した通り，エコ通勤の継続は腹

囲の変化というよりは BMI の変化に有意に影響を及ぼ

すのではないかと考えられ，エコ通勤の定着は運動習慣

の形成に近い効果があるのではないかと推察される． 

 

 

6. おわりに 

 

本研究では，市役所職員の 11 年間の通勤行動デー

タ・健康診断データを用いて，通勤行動が長期的な身体

的健康状態に及ぼす影響について検討した． 

分析の結果，自動車からエコ通勤への転換によって自

動車の利用を続けるよりも BMI・腹囲の変化が小さく

なる傾向が示され，長期的にも肯定的な影響を及ぼす可

能性が示唆された．また，日頃の運動習慣によってその

影響が異なる可能性を示す結果がえられた． 

ただし，健康状態が悪いため公共交通機関を利用して

いる人の存在など，初期の健康状態を踏まえた分析や，

血圧等の他の健康診断変数について更なる分析を行う必

要があると考えられる． 

本稿に示した多くの分析で，H28-R2 を分析期間とし

た場合に有意な結果が得られなかった．この期間は，新

型コロナウイルス感染症の拡大によって生活習慣が大き

く変化した期間を含んでおり，感染症拡大による生活習

慣の変化が，個人属性や通勤交通手段による影響よりも

大きかった可能性があるのではないかと考えられる．今

後，同種の分析を踏まえて検討が必要である事項である． 

 

表-9 交通手段の転換状況別BMI・腹囲の変化 
 車-車 車-エコ t値 
H22-R2 N=294 N=55  

BMI変化 0.703 0.689 0.056 

腹囲変化 3.552 1.769 2.46  * 
H22-H27  N=572 N=78  

BMI変化 0.381 0.081 2.052 * 

腹囲変化 1.979 0.721 2.438 * 
H28-R2 N=616 N=66  

BMI変化 0.265 0.288 0.14 

腹囲変化 1.011 0.718 0.57 

* p<.05，** p<.01 
 

表-10 運動率区分毎の交通手段の転換状況別 BMI・

腹囲の変化（H22-H27のデータ） 
S:運動率 車-車 車-エコ t値 
S>0.9 N=58 N=19  

BMI変化 0.371 0.284 2.703** 

腹囲変化 1.576 0.342 1.621 

0.6<S≦0.9 N=56 N=7  

BMI変化 0.037 -0.343 0.666 

腹囲変化 1.063 -0.071 0.854 

0.3<S≦0.6 N=68 N=9  

BMI変化 0.413 0.544 0.233 

腹囲変化 1.663 3.122 0.792 

0<S≦0.3 N=51 N=8  

BMI変化 0.325 0.738 1.393 

腹囲変化 1.875 1.238 0.564 
S=0 N=339 N=35  
BMI変化 0.442 0.094 1.574 

腹囲変化 2.279 0.349 2.375* 

* p<.05，** p<.01 
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